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連結子会社の吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の臨時取締役会において、当社 100％出資の連結子会社である株式会社アド通信社

西部本社を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、連結子会社（100％子会社）を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内

容を一部省略して開示しております。 

 

記 

１. 合併の目的 

当社グループは、「地域経済への貢献」という理念に基づき、全国のご家庭に、地域の生活情報が満

載の安心安全なフリーメディアをお届けすることを経営目標として、主力商品のハッピーメディア🄬
『地域みっちゃく生活情報誌🄬』の全国展開を推進しております。 

このたびの合併は、九州エリアにおける株式会社アド通信社西部本社と当社直営拠点との統合を図

ることで、効率的な経営を実現することを目的としております。 

 

２.合併の要旨 

(１) 合併の日程 

取締役会決議日 2023 年２月 27 日 

株式会社アド通信社西部本社取締役会決議日 2023 年２月 27 日 

合併契約締結日 2023 年２月 27 日 

実施予定日(効力発生日) 2023 年４月１日（予定） 

なお、本合併は、当社については、会社法 796 条第 2 項に定める簡易合併の手続であり、株式

会社アド通信社西部本社については、会社法第 784 条第 1 項に定める略式合併であるため、それぞ

れ合併契約承認に関する株主総会は開催いたしません。 

 

(２) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社アド通信社西部本社は解散します。 

 

(３) 合併に係る割当ての内容 

当社 100％出資の連結子会社との吸収合併であるため、本合併による株式その他金銭等の割り当

てはありません。 

 

(４) 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

株式会社アド通信社西部本社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 



 

３．合併当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1) 名 称 株式会社中広 株式会社アド通信社西部本社 

(2) 所 在 地 岐阜県岐阜市東興町 27 番地 
福岡県北九州市小倉北区堺町
１丁目３－15 

(3) 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 後藤 一俊 
代表取締役社長 大島 斉 

代表取締役社長 丸山 昌宏 

(4) 事 業 内 容 広告業 広告業 

(5) 資 本 金 404,300 千円 32,000 千円 

(6) 設 立 年 月 日 1978 年５月１日 2019 年９月 20 日 

(7) 発 行 済 株 式 数 7,044,000 株 500 株 

(8) 決 算 期 ３月末日 ３月末日 

(9) 大株主及び持株比率 

 (2022 年 9 月 30 日現在) 

有限会社オリベ興産 

後藤 一俊 

岐阜信用金庫 

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信

託口） 

中広従業員持株会 

中島 永次 

株式会社トーヨーキッ

チンスタイル 

服部 正孝 

松田 隆 

ハット・ユナイテッド

有限会社 

23.85％ 

21.14％ 

4.91％ 

 

 

3.15％ 

3.12％ 

2.88％ 

 

2.65％ 

2.48％ 

1.61％ 

 

1.56％ 

株式会社中広    100.0％ 

(10)直前事業年度(2022 年３月期)の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2022 年３月期（連結） 2022 年３月期（単体） 

純資産 1,772,870 千円 55,931 千円 

総資産 3,979,448 千円 215,214 千円 

１株当たり純資産 260 円 72 銭 111,863 円 76 銭 

売上高 7,060,764 千円 578,636 千円 

営業利益 81,956 千円 11,568 千円 

経常利益 120,670 千円 12,000 千円 

当期純利益 101,243 千円 7,337 千円 

1 株当たり当期純利益 14 円 89 銭 14,674 円 50 銭 

 

４．合併後の状況 

本件合併後の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期については、いずれ

も変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併による当社連結業績への影響は軽微であります。 

以上 


